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論 文 内 容 の 要 旨 
本論文は、韓国の戦後の社会保障史について、歴史的資料を発掘するとともに、その政策史を丹念
に整理した 36 万字におよぶ大著である。 
本論文の基本的な研究課題は、次の点にある。「民主化」期（1980 年代末から 2000 年代はじめ）
に実現された社会保障制度の構築過程の歴史的意味を明らかにするとともに、なぜそのような変革が
可能であったのかについて検討することである。これはまた、これまでの韓国での生活政策研究の研
究関心と方法において問題があることに裏打ちされたものであるとした。すなわち、その問題とは、
①「民主化」期以前の生活政策とその転換という視点への無関心、②生活政策を国民国家のあり方や
国民経済のあり方という広いパースペクティブから把握する発想の希薄さであった。 
このような問題関心と研究課題の設定を踏まえて、本論文では、以下の３点を明らかにすることを
目的とした。①韓国の 1980 年代まで続いた反共国家における生活政策である「救護行政」とはどの
ようなものであったか、②それが、「民主化」期（1980 年代末以降）において、どのようにして福祉
国家にみられる社会保障制度の構築へと転換していったのか、そして、③その変革の歴史的な意味を
問うことである。  
第１章 「反共国家」の建設と生活政策―「救護行政」の形成とその構造：ここでは、韓国の国家
形成と国民経済の建設過程で、対症療法的に積み重ねられてきた各種の生活支援策が「救護行政」と
して体系的に整備されていく過程と、その考え方が明らかにされる。この政策では、公的な生活支援
の対象は非労働能力者で身寄りのない者に限定され、公的な政策出動はできる限り回避された。また、
これは、国民に対して自立的姿勢を迫るものであったことを明らかにした。 
第２章 経済成長戦略と社会保障構想―社会保障審議委員会研究室の挑戦：朴正煕時代（1963-1979
年）の「救護行政」に対する対抗的な提案、すなわち「救護行政」の改革と新たな社会保障政策の構
築を提起した政府内部機関である社会保障審議委員会研究室の考えが考察された。 
第３章 生活ニーズの変容と｢救護行政｣の限界―生活政策における＜公＞と＜私＞の複合構造：国
民の生活に対する国家の関与を最小限に抑制しようとした「救護行政」の具体的施策、家族の「自助」
や親族・近隣社会の相互扶助、及び民間の福祉活動や外国援助団体の活動を、公権力を媒介して動員
し利用しようとする構造を持っていたことを明らかにしている。 
第４章 「「救護行政」の解体と「福祉国家」への道程―「民主化」と国家運営パラダイムの転換：
ここでは、盧泰愚政権期から金泳三政権期、金大中政権期、盧武鉉政権期と続いていく 4 つの「民
主化」政権の時代（1988-2008 年）において、新たな社会保障の構築が行われていく過程が描かれる。
とくに、生活政策の改革実現をめぐる政治的構図の変化の分析を基礎に据えながら、社会保険ネット
ワークによる社会安全網の形成、普遍的な最低生活保障制度の確立、社会福祉政策分野の拡充という
3 分野における変革が取り上げられる。とくに、「救護行政」の限界が、経済成長と都市化が生み出
すひずみ、在宅の高齢者、障碍者、貧困家庭などの福祉ニーズの高まりによって露呈するとともに、
この時期の民間福祉活動の蓄積が、現在に至る韓国の活発な民間福祉活動の底流となったこともあわ
せて明らかにされた。 
終章 「反共国家」から「福祉国家」への道程―第二次大戦後の世界史における位置づけ：総括と
して、約半世紀にわたる韓国の生活政策がたどった軌跡の意味を、第二次世界大戦後の世界史の流れ
に位置づけて論じてられた。一つは、生活政策の軌跡を、第二次大戦後から現代にいたる国民国家と
国民経済の建設の歴史過程との関連で整理を試みている。もう一つは、「民主化」期以降の改革が、
国際的に蓄積された社会保障政策の経験を積極的に受容する方向に転換したものであったことが強
調される。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本書は、なによりも、韓国社会保障研究に対して大きな貢献をするものであった。 
韓国の社会保障研究の主流は、「福祉・民主国家」が登場する 1987 年以降の社会保障政策の分析
とその特徴に目を向けるものであった。これに対し、金氏は、その前史にあたる軍事独裁政権期（1960
年代から 1987 年）に力点を置いて分析を行った。これを扱った第１章から第３章には、論文の全 283
ページのうち、約３分の２にあたる 182 ページを当てている。また、その分析は、著者自身による
資料の発掘――その成果は「資料研究編」として取りまとめられている――を前提として、きわめて
緻密な分析を可能にしており、本論文は、歴史研究としての価値の高い論文といえよう。この点が、
本書の持つ第１の意義といえよう。 
第１章から第３章では、「救護政策」という特殊な生活政策が、何故 20 年以上もの長期にわたっ
て維持され、展開されてきたのかという問いかけに対する回答を示されるとともに、この時期の生活
政策が、民主化期の社会保障政策のバックボーンとなっていたことを明らかにしている。 
これによって、「民主化以降の社会保障の構築過程を、『開発独裁』時代の生活政策＝『救護行政』
からの転換という視点からとらえる視点や方法」が欠落していたこれまでに研究を、大きく乗り越え
ることができた。また、この分析を踏まえて、著者は、開発独裁期の生活政策＝「救護行政」と民主
化時代における生活政策＝福祉政策における変化と連続性を明らかにした。ここに、本書の第２の意
義がある。 
盧泰愚大統領の民主化以降の生活政策を扱った第４章では、民主化運動が政府の生活政策に大きな
影響を与え、それまでの「救護行政」が破棄され、本格的な社会保障政策の展開、すなわち福祉国家
建設の道程が描かれる。同時に、ここでは、韓国市民社会における民間団体による生活支援が脈々と
続き、これが新しい政策を担う主体の底流を形成してきたことを明らかにしている。これは、今日さ
らに社会的企業の育成、社会的連帯経済の促進へと歩みを進めつつある。 
すなわち、これは、２つの時期における生活政策の重要な担い手のひとつである民間団体の連続性
と成長が、民主化運動と相互に影響し合い、生活政策の大きな変化をもたらしたと理解できるだろう。
このように、政府の動向に加えて、民間団体の活動にも目配りしながら論じている点が、分析をダイ
ナミックなものにし、説得的なものにしている。本書の第３の意義はここにある。 
終章では、「反共・独裁国家」から「福祉・民主国家」への転換によってもたらされた生活政策の
近代化を、世界システムの変化、すなわち東西冷戦の崩壊と世界的な民主化潮流という世界的な政治
変動のなかに位置づけて理解するという視点を打ち出している。これは、「生活政策を国民国家のあ
り方や国民経済のあり方という広いパースペクティブから把握する発想の希薄さ」というこれまでの
研究に対する批判であり、世界システムの変化という視点を導入することによって、「福祉・民主国
家」以降の社会保障政策の歴史的位相をいっそうクリアなものとしている。 
このように、「民主化」期の生活政策としてとくに重視された３つの社会政策は、世界的な民主化
の交流という政治的な変化を受けて「民主化」＝先進国並みの生活政策をめざそうとものであった。
しかし、それだけでなく韓国における家族のあり方の変化といった社会的要因も論じている点に注目
しておきたい。著者自身が述べているように（261 ページ）、韓国は、「2000 年代に入って、・・・・
『働く貧民』が急増し、旧来型の経済・雇用政策によっては、そうした階層を縮小できず」にいる。
こうした社会問題と整合的な政策が、いま韓国では問われている。筆者は、これについて、「市場原
理主義に基礎を置きながら、生活における『社会性』（脱商品化）をいかに高めていくのか」という
課題設定のもと、模索が続いているとの現状認識を示した。これは、韓国経済のグローバル化を背景
とした市場原理的な経済政策の基調と、それがもたらした新たな社会問題への関心の高まりに、韓国
政府が直面していることを示している。 
以上を総括すると、本論文は以下の意義をもつといえるだろう。 
第一に、本論文は、韓国の社会政策研究に対して、次の点で貢献している。歴史資料が不十分でか
つ未整理な 1950 年から 1970 年代までの生活政策に関する資料の発掘・収集と検証を踏まえて、そ
の時期の「救護行政」の実態をはじめて体系的に論じた論文であるとともに、その観点から民主化期
以降の社会保障政策のあり方に対する新たな分析視角を示した。 
第二に、韓国における生活政策の形成・発展を、世界システムに大きく影響を受けた政治過程とそ
の政策の変容（反共軍事国家の強化とその変化、民主化、経済成長優先政策）に関連付けて論じた点
が重要である。とくに、著者が言うように、民主化期における社会保障政策の推進が、これまで「閉
じた政策領域」として研究されてきたとすれば、なおさらこのことの意味は大きいだろう。また、著
者は、国内の福祉課題の変容にも目を向けることを忘れていないことも付記しておこう。 
第三に、日本とは異なり、韓国においては、政府の政策展開だけでなく、民間福祉活動が長年にわ
たり重要な意味を持ち続けていることを明らかにした点も興味深い。 
なお、2015 年 3 月 27 日に行われた口頭試問での質問に対する著者の返答は、韓国の生活政策の
動向に関する著者の豊かな見識を裏付けるものであった。 
本論文は、膨大な歴史資料を駆使して、韓国における社会保障の形成を、戦後の歴史的展開のなか
に位置づけて論じた労作である。また、それは、一方で、こうした政策形成における複数の主要なフ
ァクターの存在に目を向けながら、他方で世界システムの変化の影響というグローバルな視点から分
析されている。このように、本論文はきわめて多くの知見を含んでおり、博士の学位に値すると判断
される。 
 
